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タイ国人口増加の地域構造 :1960.-1970年

小 林 和 正*

SubnationalDiversity in the Population Growth Rate of

Thailand during the 1960S

KazumasaKoBAYASHT*

Theaverageannualrateofpopulationincrease

forThailandduringthe1960shasbeenestimated

tobeashigh as3percentafteradjustingforcensus

underenumeration. Comparisonsofdataco一lected

from aseriesoffertilitysurveysconductedinThail

landsincetheendofthe1960shaveincI･eaSlngly

indicatedthestartofasteadydeclineinfertilityboth

inurbanandruralareasofthecountry. Areport

statesthat"itseemsrelativelysafetoconcludethat

Thailandisnowinthemidstofamajortransition

from high tolowlevelsoffertility"lKnodeletaZ.

1978:46]･ Therefore,the1960scanberegarded

asthelastdecadeforThailandtoexperiencean

explosivelyhighgrowthofpopulation･

Thisgrowth,however,wasneveruniform with

thesamehighratealloverthecountry,butwas

accompaniedbyalargesubnationaldiversltyamong

d)'fferentreglOnS. Theintercensalgrowthratesfor

thepopulation in individualdistricts(amphur)

from 1960to1970rangewidelyfrom ashigh as10

percentormoretoalevelbelowzeropercentonan

annualaverage.

は じ め に

タイ国の人口増加率は,1960年代が (補正

したセ ンサス人 口を用いて)年平均3.0% と推

計され,1950年代のそれの3.2% よりもわず

かに低 く,1960年代はもはや人口増加率のピ
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WhenthewholeKingdom wasdividedinto27

divisionsaccordingtophysiographicfeaturesand

thelevelsofpopulationdensityatthe1960census,
itwasfoundthatthereweredistinctgeographic

differencesintheleveloftheoverallpopulation

growthrateaswellasthelevelandsex-agepattern

ofthenetmlgrationrate. A negativecorrelation

isconsplCuOuSbetweenthepopulationdensityat

the1960censusandtherateofpopulationincrease

from the1960to1970censuses,iftheliangkok

metropolitan area isexcluded from calculation.

Thegrea.terpa･rtoftheincreaseinthenation's

poptllationduringthe1960swasabsorbedbvthe

ruralareas,withthehighestgrowthratein the

sparselyinhabitedhillreglOnS･

Literatureonthepopulation growth and mi一

grationofThailandtendtodirecttoomuchattention

totheconcentrationorpopulationinthemetropoli-

ta.nareaandlesstothemarginalruralareaswhich

arestillheavilyburdenedwithabsorbingthenation's

populationincrease.

-クをすぎた時期であったか もしれない｡ し

か しながら,1970年代以後を含めてのタイの

人口増加率の長期的な推移を想定 して考えて

みると,1960年代が高率人口増加,あるいは

あえて俗な表現 を借 りていうならば, "爆発

的な"人口増加の最後の10年で, それ以後は

1970年代 に入 ってか らの 出生率 の 低下傾向

[KnodeletaZ. 1978]か ら推測 して,増加率
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が逐年的に低減 してゆ くような時代に入 った

ものと思われる｡

この高率増加の最後の10年について,その

高率人口増加がどのようにして可能であった

かを,国 レベルでのみ考えるのでな く,タイ

国内の人口増加率の地域差- 人口の地域分

布 とその変動- の局面か ら論ずるための基

礎となる観察を行 うのが本稿の目的である｡

人 口増加現象 の深い含蓄 を導き出す こと

は,長期的な人口変化の 観 察 に よって はじ

めて可能であろうO 本稿で取 り上げる10年 と

いう観察期間はその点あまりにも短期的すぎ

る｡ しか も,その10年は両端の人口センサス

･データを直結 してひとくくりにした単一の

期間としての10年であるか ら,その途中での

曲折 した変化 も全 く観察できない｡そのよう

な難点 はあるけれども, このように期間を限

定 したのは,後述するように,本稿で意図 した

郡別の統計にもとづ く人口増加の観察になる

と,1960年,1970年両センサスの問の10年に限

られて しまうという統計データ上の制約によ

るものである｡1970年代の動向の分析に有用

な1980年セ ンサス (1980年 4月 1日現在で実

施 された)の結果が出て来るのは今後である｡

I センサス ･データの問題点

用いたのはタイ国の1960年および1970年人

センサス期日

1911年 4月 1日

1919年 4月 1日

1929年 7月15日

1937年 5月23日

1947年 5月23日

1960年 4月25日

1970年 4月 1日
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ロセ ンサスのデータである｡ タイ国のセ ンサ

スは1911年が初回で,以後,1919年,1929年,

1937年,1947年に実施 され,1960年セ ンサス

は第 6回目であった｡ 第 7回目の1970年セ ン

サスも含めて,どの回次のセ ンサス結果 もそ

の完全性 ･正確性の点で,そのまま,補正する

ことなしに,分析に使用するには問題がある

ことは一般に認められているところである｡

これ らの諸セ ンサスのタイ国総人口の大 き

さを補正する試みとしては,1947年までのセ

ンサスについての Bourgeois-Pichat[1960]

によるものと,1960年までのセ ンサスについ

ての DasGuptaetaZ.[1965]によるものが,

代表的な研究として知 られている｡ 総人口の

大 きさは年齢別人口の累積であり,セ ンサス

間の年齢別人口の変動は同期間の人口動態の

あり方 と有機的に関連 しているか ら,過去の

諸セ ンサスの総人口の大 きさだけを吟味 し,

補正するためだけで も,関係期間における人

口変動を年齢 ･人口動態の諸局面を含めて総

合的に吟味することが,人口学的に最 も望ま

しい方法で,前 2着のアプローチ もそのよう

な性質のものである｡ したがって,それ らの

研究結果は年齢別人口と出生率 ･死亡率 との

補正をも同時にもたらしている｡1970年セ ン

サス結果 が 出るにおよんで再 び過去 のセ ン

サスにまでさかのぼった補正推計が行われた

表 1 タイの各回センサス人口総数 :実査値と補正値

実 査 人 口

8,266,408

9,207,355

ll,506,207

14,464,105

17,442,689

26,257,916

34,397,374

補 正 人 口

B7lu9r6g.e]OiisiPjcahatIDlalS9g57pfca芸′aal･

荏 :-は該当数字のないことを示す｡

Ul.N:(ESCAP)
[1976]による

9,763,000

12,186,000

14,549,000

17,776,000

26,847,000

36,337,000
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[UnitedNations(ESCAP)1976:203-220]｡
以上 3種類の補正結果(表 1)は,セ ンサス

全国人口の調査漏れが,1919年および1929年

セ ンサスでは,ともに大体6-8% もあったが,

1937年セ ンサスでは非常に改善されて 0.6%

程度にとどまり,1947年セ ンサスでは再び若

干悪化 して1.2-1.9% と推計 されたことを示

している｡1960年および1970年セ ンサスの総

人 口については,そのほかに国連推計[United

Nations 1979]があり, また U.S.Bureau

ortheCensus[1980]による最新の補正推計

が加わ ったので,それ らを含めて比較す ると

(表 2), この最新の補正推計が調査漏れの割

合を最 も高 く見込んでお り,1960年セ ンサス

について 4.2%, 1970年セ ンサスについては

さらに高い7.1% としている｡ これ らの補正

推計を眺めると,1947年セ ンサス以後,完全

性の急速な劣悪化が暗示 されている｡

新 しい補正値ほど,それだけより新 しく,

より豊富な情報にもとづいて推計された結果

と考えることができるな らば,U.S.Bureau

oftheCensus[2'bz'd.]の数値 が 最 も信頼性が

高 いといえよう｡ これによると,1960-1970

年セ ンサス問の全国人 口増加率 は,冒頭での

べたごとく年平均3.04% となる｡ これに対 し

て同期間の実査人口の年平均増加率は2.75%

にとどまる｡ したが って,実査人口のままが

示す1960年代の年平均人口増加率 は,ありう

べき値よりも0.3% ポイン トほど低いという

ことになる｡

この ことは本稿の分析で問題になる点の一

つである｡全国総人 口については,セ ンサス

人 口の補正推計は行いやすいし,上述のよう

に一連の補正値が これまで提示 されてきた｡

しか し,本稿の統計材料 とす るようなア ンプ

-(amphtlr,以下 "那"と訳す)別人 口につい

ては,セ ンサス実査人 口を補正す ることはほ

とんど不可能 と考え られるし,現にそのよう

な推計はこれまで皆無である｡ したが って,

本稿ではセ ンサス実査人口を補正せずにその

まま用いるのである｡しか し,本稿で関心があ

るのは,個 々の郡の1960-1970年セ ンサス間

の人 口増加率の実際の レベルよりはむ しろ,

郡問のその相対的な高低関係である｡ それゆ

え,人口増加率の誤差率が, どの郡において

も大体一定であるとみなす ことができるな ら

ば,相対的比較の障害は軽減されるであろう｡

しか しなが ら,上記の仮定を受 け入れ難 く

するような情報がある｡1970年セ ンサスの直

後,調査漏れなどを推計す る基礎材料を得 る

ための事後調査が抽出標本で行われた (1960

年セ ンサスで も事後調査が行われたが,その

表 2 タイの1960年,1970年センサスの人口総数 :実査値と補正値

センサス期日 実 査 人 口

三∴ 二 二 二二

1

N

pL
._I.I-

-

瓜

補 正 人 口

DasGuptag′α/.
[1965] によ る

⊆
_
｣
ー

U.N.(ESCAP)
[1976] によ る

U.S.Bureau
oftheCensus
｢19801による

27,357,000

注 :国連推計 [UnitedNations 1979]は1960年7月 1日現在の人口が26,392,000人,
1970年7月 1日現在の人口が35,745,000人｡
両センサス間の年平均人口増加率は実査人口の場合2.75%,U.N.(ESCAP)の場

合3.09%,U.S.BureauoftheCensusの場合3.04%である｡ただし,両センサス
間の長さは9年11カ月7日で年単位に換算して9十11/12+7/365-9.935844749年
となり, この逆数をxとするとき,[(1970年人口/1960年人口)x-1]×100によ
り年平均人口増加率を求めた｡
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結果は調査漏れはほとんどなか ったという結

論 を生 んだ./) が, それによると都市地域

(municipalitiesを当てる)では約 3･3%, そ

れ以外の地域では約 1.4%で,都市地域の調

査漏れ率は倍以上 も高いことが示 された (な

お全国平均の調査漏れ率は約1.7%で, 前述

の7.1%に くらべればはるかに低い値にとど

まっている)[U.N.(ESCAP) 1976:205]｡

いま, これ ら都市,農村地域の調査漏れ率を

それぞれ一律に高めて,その全国平均が7.1%

になるようにするな らば,都市地域の調査漏

れ率は13.8%, 農村地域のそれは5.8%に高

まる｡

1960年センサスの調査漏れについては,同

様の都市農村別の数値は得 られない｡ したが

って,1960-1970年セ ンサス問の人口増加率

の誤差について,地域格差を推計することは

できないが,1970年セ ンサスにおける都市農

村間の調査漏れ率の大きな格差は,1960年代

の人口増加率の誤差において も,都市農村間

に無視 しえない程度の差があったかもしれな

いということを考えさせ る｡ したが って,本

稿の結果の考察において, この問題を考慮に

入れてお くことは必要である｡

ⅠⅠ 基本的地域区分

1. 地域大区分

人口の地域分布の特徴や人口増加の地域的

差異などを吟味するには,データの許す限 り

地域を細分 してかかることが望ましい｡人間

の集落の形成は地形的条件によって非常に左

右されるか ら,特に複雑な地形が小さな面積

の中におさまっている山村地域などでは,き

め細かい地域区分でなければ,例えば人 口密

度の数字などは現実性をいちじるしく失 って

しまうであろう｡ しか し,そのように地域を

細分 して観察 した結果を体系的にまとめて議

論す るには,何 らかの有効な方法で比較的少

数の地域に大区分 してお くことも必要なこと
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はいうまで もない｡タイ国政府の公刊す る人

口,農業,教育その他の諸統計の地域別集計

において頻繁に行われる地域大区分は,北 ･

中 ･東北 ･南の 4大区分1)で, これはチャン

ワット(changwat,以下 "県"と訳す)の境界

に沿 って分けられ,各地蟻-の所属県が固定

してきめられている｡ これ らは一種の統計区

域の性格を有するけれども,それは同時にあ

る程度自然地理的区分にもなっている｡ ただ

し,県のような比較的大面積2)の行政区域で

境界付けているか ら,きめの細かい地理的区

分になっているわけではない｡ タイを北 ･中

･東北 ･南の 4地域に区分す る方法は,明確

な境界付けを必須とす る統計的操作の場にお

いてばか りでな く,タイの地理的特徴を手 っ

とり早 く概観す るための概念的区分として も

どく普通に用いられている｡3)

タイのような農業国においては,人 口の地

域分布とその変動の特徴が,地形,自然植生,

耕地化率などの地理的条件によって根本的に

規定されていると考え られる｡ 本稿において

もその観点に立ち,そのような諸条件を考慮

に入れた地域区分を観察の基礎にしたい｡タ

イの人 口の地域分布のパターンの変化を観察

するのに, 自然地理的な地域区分に従 った研

究に Sternstein [1965]によるものがある｡

1920-1960年の期間を通 した時系列的研究に

使用可能なデータか らの制約上,彼の地域区

1)例えば NationalStatisticalO氏ce刊行の Statt'S-

zicaZYearbook:TAaiZandの諸表をみよ｡

2)1960,1970年両センサス時とも県の総数71｡し

たがって1県当たり平均面積は7,239km2(日本
の1県当たり平均面積は,北海道を除くとき
6,392km2)｡なお,現在の県数は72｡

3)例えば Hendersong∠αJ･[1971:9-12]では,北･
西部山地,東北コーラ-ト高原,中部低地,お
よび南部半島の4地域に区分している｡なお,
Credner[1966:47-65,93]では, メナム平野,
メナム平野の周辺地域,山岳地域,コーラ-ト

高原地域,および半島地域に5区分し,山岳地
域はさらに中央コルディエラ,ピン･メコン両河
間の北部山地,東南部山地に3区分している｡
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図 1 県郡境界図,タイ :1960年人 口セ ンサス
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分 も県の境界に沿 った区分4)を採用 した もの

で,人口データの操作上やむを得ない処置で

あるとのべている [3'bz'd.:20,23]｡

さて,本稿の観察対象期間は1960年代であ

り, 基礎的な使用材料 は1960年,1970年両人

ロセ ンサスのデータである｡ この両セ ンサス

の公刊された報告書で集計 されている最小地

域単位は郡である (図 1)｡5)したが って, 人

口セ ンサス ･データの利用可能な範囲内で地

域区分をきめ細か くな しうる限度は郡単位ま

でである｡郡を横切 るような地域区分境界の

設定は,たとえ地図上の判断か らでは望まし

いとして も,人 口データの利用を不可能か,

あるいはいちじるしく困難なものにして しま

うであろう｡ 郡単位を採用す ること自体 も,

実 はある程度の 犠 牲 を強 いている｡ すなわ

ち,郡単位の集 計 項 目は県 単 位 のそれとく

らべると,種類と数が非常に限 られていると

いうことで, ごく基本的な指標 しか与え られ

ていない｡6) この欠点 は分析 を 制約 するもの

ではあるが,郡単位にまで細分す ることによ

って与え られるであろう利点を考えて,あえ

て郡単位で地域区分を試みることにした｡

本稿では,タイ全土をまず大区分 し, さら

4)Sternsteinは,タイを東部高原,北部山地,中
部平地,東南部高地 ･海岸平地,南部山地,南

部海岸平地に6区分し,中部平地はさらに内 ･
外に2区分している[Sternstein 1965:23]｡

5)郡を人口センサス報告書における集計の最小単

位にしているのは1937,1947年両センサスでも
同様である｡

6)1960年センサス報告書 (チャンワット編)にお
ける郡別集計は,男女別人口総数,農 ･非農業
別世帯数および人口総数,男女年齢5歳階級別
人口のみ｡1970年センサスでも同様であるが,
農 ･非農別人□総数の集計が削られ,世帯数が

普通世帯(農 ･非農別)･準世帯別に表章されて
いる｡なお,両センサスとも各郡の全域につい
てのはかに,各部のなかのmunicipalareaにつ

いて上記の集計を特掲している｡なお,個別的
な municipalitiesについては,センサス報告書

全国編のなかで男女別人口総数,世帯数,面積
および人口密度を掲載している｡
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にそれを中区分するという2段階区分を採用

す る｡ 大区分 は,北部山地,西部山地,中部

低地, 首都地域,パサ ック(Pasak)河周辺,

東北部,東南部,および南部に 8区分 し, こ

のうち中部低地 はさらに北部と南部 とに2分

した (図 2)07)なお,以下県郡名のローマ字

表記はすべて NationalStatistical Ofnce

[1972]によった｡

(1) 中部低地

中部低地はチャオプラヤ水系内の低地 とほ

ぼ重なる地域 として区分 した もので(図 3),

北は Uttaradit県の Laplae郡および県庁所

在郡 (ナ-ンNan河流域)を北限とし,それ

より南-ナ-ン河流域の同県 Tron,Phichai

両郡, Phitsanulok県 phrom Phiram 郡,

県庁所在郡, BangRakam 郡, BangKra-

thum 郡 と下 り, また西方 は Sukhothai県

ThungSaliam,Sawankhalok 両郡 (ヨム

Yom 河流域) を北限とし, それより同河流

域に沿 って, 同県 SiSamrong郡,県庁所在

那, KongKrailat郡, KhiriMat郡 と南下

し,Phichit県 に入 る｡Ⅰ'hichit県 はこのあた

りか ら相接近す るナ-ン, ヨム両河の流域に

あり,全県を中部低地に含めることにし,そ

の南の NakhonSawan県 もLatYao郡 (西

部山地に入れる)を除いて中部低地に含める｡

次に NakhonSawan県の西南,UthaiThani

県の ThapThan郡,NongChang郡,県庁

7)県 ･郡の境界図は NationalStatistical0氏ce

[1972]によった｡地域区分の決定に当たっては
タイの25万分の1から250万分の1までの各種
縮尺の地図を参照,農業地図としては Commit-

teefortheWorldAtlasofAgriculturer1969]i

参照した｡また特にチャオプラヤ水系の地域に
かかわる区分の際は,高谷【1974],福井[19741

が参考になった｡チャオプラヤ ･デルタの境界
については高谷好一教授から直接ど教示を得,
タイの地図利用については福井捷朗助教授から

いろいろど助言を得た｡ここに両氏に厚くお礼
申し上げたい｡しかし,本稿の地域区分に不適
当な点があれば,それはあくまで筆者の責任で
ある｡
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N 北部山地

W 西部山地

CN 中部低地北部

cs 中部低地南部

M 首都地 域

p ハサ ック河周辺

NE 束北部

SE 東南部

S 南 部

Z
+

0 50一oo150200km

図 2 タ イ 全 土 の 地 域 大 区 分

所在郡および NongKhayang郡の 4郡を含

める｡ ここまでを中部低地北部 とし,以下の

べる地域を中部低地南部 とす る｡中部低地北

部 として上記に区分 した地域 は,高谷 ｢1974:

227]のチ ャオプラヤ水系内水田の類型区分に

よる分布図, 福井 [1974:267]のチャオプラ

ヤ河流域米作地域の水田稲作区の分類図に重

ね合わせてみると,ナ-ン, ヨム両河流域お

よび ピン(Ping)河下流域 の 閉塞低地 および

扇状地 ･段丘複合 [高谷 1974]あるいは慢

性的水不足地域 および 内陸 洪 水 地 域 [福井

1974]の分布域とほぼ重な

っている｡ ただ し,郡の境

界で地域範囲を決定 してい

るので,多少の不 自然はま

ぬがれない｡

さて,中部低地南部は,

まず ChaiNat県全域を含

める｡ この中部低地南部の

地域を西,中央, 東 に仮に

分 けるとき, 西は, Chai

Nat県を南に下 って, Su-

phanI∋uri県の Doembang

Nangbuat郡 (西部山地 に

入れ る)を除 く全域, Na-

khonPathom県 の全域,そ

の西南の Ratchaburi県 は

西端の Chom Bung郡 (西

部山地に入れる)を除 く全

域,およびその北方のKan-

chanaburi県 の東南端の 2

郡 ThaMakaとThaMu-

angを含める｡ そして最南

はPhetchaburi県の東北端

BanLaem 郡,県庁所在郡

および BanLat郡の 3郡

を含める｡ 中央では,Sing

Buri, Ang Thong,phra

NakhonSiAyutthaya,Pa-

thum Thani,Nonthaburi,SamutPrakan,

SamutSakhonの全域,および phraNakhon,

ThonBuri両県8)の首都地域に区分されない

諸郡を含む｡東 は,北か ら南へ Ⅰ-OPBuri県

の西南端の 3郡 (BanMi,ThaWung,県庁

所在郡),Saraburi県の KaengKhoi郡を除

8)この両県は現在では合併してKrungThepMa-

hanakhon県となっている｡1960,1970年セン
サス時では,バンコク, トンブリ両市はこの地

域の一部を市域としていたが,現在では,上記

の県域全体が BangkokMetropolitanAreaとな
っている｡
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図 3 県 (チャンワット)の境界と中部低地の境界

く全域,NakhonNayok県の PakPhli郡を

除 く全域, PrachinBuri県西端の 3郡 (Si

MahaPhot,Prachantakham,県庁所在郡),

Chachoengsao県の Phanom Sarakham 郡

を除 く西部 5郡,そして最南は ChonBuri県

PhanThong および県 庁 所在郡を含める｡

以上,中部低地南部として区分 した地域は,

高谷 [1974;227,229]の古デルタ,新デルタ

およびその東西線をなす扇状地 ･段丘複合あ

るいは福井 [1974:267]の本流分水堰濯概地

域, 水路網低地域, 浅洪水デルタおよびその

東西縁をなす慢性的水不足地域にはぼ該当す

る｡以上,冗長なる記述をあえて したのは,

26

この中部低地の区域は小面

積の郡が多数集まっている

ところで,区域設定に最 も

微妙な注意を要す る地域で

あり,また人口統計を扱 う

議請では,地域区分におけ

る異体的な設定区画の明細

を明 らかにしてお くことは

常に望ましいか らである｡

なお,首都地域は中部低

地南部の下縁にあるわけで

あるが, phraNakhonお

よび ThonBuri両県のう

ち,1km2 当た り人口密度

1,000人以上(1960年セ ンサ

ス時)の郡をもって構成す

る地域をそれに当てた｡9)

(2) 北部山地,西部山地

さて,中部低地の外側は,

北方および西方の国境まで

の地域が北部山地および西

部山地 として区分 した地域

である｡北部山地 はSukho-

thai,Uttaradit,Phitsanu-

lok3県のうち前述 で 中部

低地 に所属させた諸郡を除いた地域およびそ

れ らの諸県の北にある地域,すなわち,Lam-

phun,Lampang,Phrae,MacHongSon,

Chiar)gMai,ChiangRai,Nan の 7県の全

域をこれに含める｡ この北部山地は,ピン,ワ

ン(Wan),ヨム,ナ-ンの 4河が源を発 し,ま

9)phraNakhon県 phraKhanong,BangKapi,
phraNakhon,Pom PrapSattruPhai,Sam-

phanthawong,BangRak,Pathum Wan,Yan
Nawa,ThonBuri県 BangkokNoi,Bangkok
Yai,県庁所在郡,KIllongSam,PhasiCharoen
の各郡から構成される｡ この地域の総面積は

494km2 で1960年センサス時のバンコク･トン
プリ市域面横(175.7km2) の3倍弱であるが,

上記両県総面積 (1,549km2)の1/3弱に当たる｡
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た,Nan,ChiangR.ai両県のラオスとの国境

の一部に沿 ってメコン(Mekong)河が流れ,

またこの 河 に注 ぐ水系 が北部 4県 にまたが

る｡ 北部山地では河川に刻まれた渓谷の山間

盆地には津鶴水田が発達 している｡西部山地

は, KamphaengPhet県の全域, Nakhon

Sawan,UthaiThani,Suphan Buri,Kan-

chanaburi,Ratchaburiの諸県のうち,前述

で中部低地に所属させた諸郡を除いた地域に

Tak県の全域を加えた地域として区分する｡

ビルマとの国境に沿 って半島部にまでのびる

山系があり,メクロン(MaeK.hlong)河の重

流が源を発 し,またサルウィン(Salween)河

に注 ぐ水系 もある｡

前述の中部低地は,比較的きびしい条件で

地域区分を設定 してあって,北 ･西部の山地

-の移行地域は中部低地に含めるよりはむ し

ろ北部山地,西部山地の方に含める方針をと

ったので,山地 といって も全域が山地 という

わけではない｡通常のタイ地域 4区分では,

上述 の 西部山地地域 の 南半分は中部地域 に

入 り, 北半分は北部地域に入 る｡ Sternstein

[1965]の地域区分では北部山地,中部平地,

南部に分属する｡ 本稿で北部 と西部とに分け

たのは,農業的条件がかなり異なると考えた

か らである｡1965年農業セ ンサスの結果によ

る耕地面積における権衡面積の割合の君隅u統

計をみると,北部山地における潅翫率は西部

山地よりはるかに高い(表 3)｡

(3) パサ ック河周辺

北部山地および中部低地の東に接する部分

にパサ ック河周辺と名付けた地域を設け,そ

れより東方を東北部 とした｡このパサ ック河

周辺なる地域は,パサ ック河流域平地,その

東西両側の山系か らなる地域 とする｡ この区

分に含めた県君田ま北か ら, ラオスと国境を接

する Loei県全域,Phetchabun県全域, そ

の東の Chaiyaphum 県の KhonSam,Kaset

Sombun, BamnetNarong の3郡, Khon

蓑3 涯淑面積割合別郡の数,北部山地と西部

山地の比較 :1963年

濯 概 面 積 割 合

出所 :

l
北部山地 l西部山地

25-49%

50-74%

Thailand,DepartmentofLocalAdminis-
trationg′α/.[1965】.

Kaen県 Chum Phae郡, Phetchabun県の

南 LopBuri県 ChaiBadan,KhokSamrong

両郡,その南の Saraburi県 KaengKhoi郡

である｡ この郡のケンコイ (KaengKhoi)町

はパサ ック河流域にあり,河はこのあたりま

で南に向か って流下 し, このあた りか ら西に

向きをかえてデルタ地帯に出る｡ パサ ック河

はその後アユタヤでチャオプラヤ河に合流す

る｡

さて, この地域の区画設定には,特別な理

由が影響を与えた｡それは, この地域一帯に

県郡境界の広域な変更が1960-1970年セ ンサ

ス間であったため,多 くの郡を広域に複合 し

なければセ ンサス問増加率を算定 しえなか っ

たか らである｡1960年セ ンサス時でこのパサ

ック河周辺の郡の数は17であ ったが,人口増

加率計算のために区分 しえた単位地域 (複合

那) は 6地域にすぎない｡ このパサ ック河周

辺として区分 した地域は,タイ政府の人口統

計などの地域 4区分では北部,中部,東北部

の 3地域に分属 し,Sternstcin[2'bid.]の地域

区分でも同様で,北部山地,中部平地,東部

高原の 3地域にまたが っている｡

(4) 東北部,東南部,南部

パサ ック河周辺地域の東の部分は全域東北

部 とし,東北部の南に接する部分を東南部と

して区別 した｡ すなわち,東南部は Prachin

Buri県以南の地域で,前述中部低地南部に所
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lkm2当た り人 口密度

Eコ 25人未満

E3 25-49人

Eヨ 50-99人

団 100-999人

l■ 首都地域

図4 タイ全土の人口密度区分 :1960年人口センサス
(郡単位にもとづく)

属 させた 3郡を除 くPrachinBuri県全域,

Chanthaburi,Trat,Rayong 3県 の全域,

ChonBuri県のうち中部低地南部に含めた西

北端 2郡を除 く全域,Chachoengsao県の東

端のPhanomSarakham郡が この東南部に含

まれる (Sternstein[3'bz'd.]ではこれ ら6県 の

全域を東南部 としている)｡南部地域は Phet-

cbaburi県 (中部低地 に含めた諸郡を除 く)

およびそれ以南の全域 とす る｡ 東北部,東南

部,南部の 3地域は,それぞれが平地 と山地 と

を含み, また後 2者 には沿岸地域 もあ って,

28

自然地理的に複合的な地域

のままで区分 してあるが,

次項の人 口密度階級区分に

よって,おおよそ地形的に

細分される｡

2. 地域中区分

さて,本稿の考察では人

口増 加 の変 数 は従 属変数

の地位にあるが,人 口密度

は独立変数的に扱 うことに

し,'上記の地域 9大区分を

さらに細分化するのに人 口

密度階級を用いた｡すなわ

ち,本稿の観察期間の期首

である1960年セ ンサス時に

ついての郡別の人 口密度に

もとづき,1km2当た り25

人未満,25-50人未満,50

-100人未満,10U人以上の

4段階 に区分 した (ただ し

首都地域を除 く)(図4)｡10)

前述の地域大区分にこの人

口密度階級区分を組み合わ

せて,本稿の地域中区分 と

す る｡

人口密度区分をこのよう

に設定するとき,それによ

10)1960-1970年センサス間に,郡の境域変更がか
なり生起した｡本稿の主題は両センサス間の人
口増加であるが,その観察のためには,両セン
サス時とも境域が同一であるような地域を単位
にしなければならない｡しかし,郡の境域変更
のために,複数の郡をもって合成した,いわば
複合郡地域を単位として人口増加を観察せざる
を得ない場合もしばしば生 じた｡いま1960年セ
ンサス時の郡を基準にして,設定した複合君β地
域の数を示すと次のどとくである｡2郡地域8,
3郡地域3,8郡地域 1｡1970年センサス時の
郡を基準にしてみれば,接合部地域の数ははる
かに多くなる｡何となれば,郡数が両センサス
間で508から580にふえたためである｡2郡地域
52, 3郡地域11,4君β地域2,5郡地域2,ll
郡地域1｡結果として人口増加を扱う場合の郡
の数は485となる｡
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る地域区分は地形的差異および都市化の傾向

を比較的よく反映するように思われる()

(1) 北部山地

比較的密度の高い地域 (1960年で 1km250

人以上を考えよう) は, 北か ら ChiarLgRai

県のメコン河支流流域,ヨム河流域,Chiang

Ma主,Lamphun 両県 のチェンマイ盆地の諸

郡で,その周辺に接続 して 1km2 当た り25-

49人の密度地域があり,残余は 1km2当たり

25人未満の低密度地域で,その大部分は山岳

地帯といってよい｡ 1km2 当た り100人以上

の高密度郡には, チェンマイ盆地の Chiang

Mai県 SanSai郡,県庁所在郡,HangDong

那, Saraphi郡,Lamphun県県庁所在郡が

大体かたまってあり,北部国境にとびはなれ

て ChiangRai県 MaeSai郡 (最北端部)が

ある｡ 国境の町メサイの所在地であるこの郡

はメコン河支流流域にあり,1963年農業セン

サスによると耕地化率49%,濯概率97% とあ

る｡ また,もう一つはプレー盆地の Phrae県

県庁所在郡である.上記のうちチュンマイ盆

地の中心部である県庁所在郡 と,それに南接

する Saraphi郡 とは,特に人口密度が高 く,

1km2 当た りそれぞれ582人,407人である｡

(2) 西部山地

西部山地には23郡の うち,1960年の人口密

度50-99人の郡はただ 1郡 (中部低地の西に

接続するKamphaengPhet県 KhanuWora-

】aksaburi郡)のみであり, また25-49人の

密度の郡 も3郡 (これ も中郡低地の西に接続

する地域)のみで,他の19郡 はすべて 1km2

当たり25人未満の低密度郡である｡ これ らは

山岳地帯の諸郡であり,上記の 1km2 当たり

25人以上の 4郡 はいずれ も中部低地か ら西部

山地への移行地域に所在す る郡である｡

(3) 中部低地

まず中部低地北部では総計31郡中 1km2当

たり25人未満の低密度郡は皆無で,25-49人

の密度郡 も3郡のみ (Sukhothai県 Sawan-

khalok,Phitsanulok県 BangRakam,Na-

khonSawan県 NongBuaの 3郡)で,これ

らはいずれ も中部低地の中央部にある郡では

ない｡残 りの28郡のうち,21郡が 1km2 当た

り50-99人の郡で,7郡が100人以上の高密度

地域を形成する｡ この中部低地北部に含まれ

るすべての県の県庁所在郡 はことごとくこの

高密度地域であり,ほかに 3郡が同 じく高密

度地域に入 る｡ 中部低地南部では,東西両側

の縁辺部の若干郡およびデルタ内部の数郡を

除いて,すべて高密度郡(1km2当たり100人

以上)である｡

(4) パサ ック河周辺および東北部

パサ ック河周辺地域は, 1960年ですべて 1

km2当たり50人未満の郡か らなる｡そ してほ

ぼ半数 (面積的にも)が 1km2 当たり25人未

満の低密度地域になっている｡

東北部は119郡中, 半数の59郡が 1km2当

た り50-99人の人口密度地帯であり, この地

帯は大体東北部の北,東,南の周辺部を除い

た中央に位置 し,ムン(Mum)河およびその支

流のチ-(Chi)河の流域にある｡ この地帯の

ナ コ ンラーチャシーマ- (NakhonRatcha-

sima)- ウボン(Ubon)問の鉄道沿線,および

ナコンラーチャシーマ一一ノ ンカ イ (Nong

Khai)問の鉄道沿線に, 1km2 当た り100人

以上の高密度の郡が散在する｡ 高密度の郡に

はそのほかに, ロイエ ト (RoiEt)を中心､と

す る数郡, ラオスのヴィエンチャンを対岸に

もつ ThaBo郡 (NongKhai県),東部国境

沿いの NakhonPhanom県 ThatPhanom郡

がある｡

1km2 当たり50人未満の低密度地帯を形成

する諸郡 は, この東北部の南縁カンボジアと

の国境とNakhonRatchasima県の南境とに

沿 って東西に走 るダ ンレック(DangRek)お

よびサ ンカムペン(SamKamphaeng)山系沿

29
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表 4 総面積に対する農地面積の割合別郡の数,タイ :1963年農業センサス

30

域 総 数 25%未満

全 国*

北 部 山 地 1
〃 2

〃 3

〃 4

西 部 山 地 1
〃 2

〃 3

中部低地北 部 2
〃 3

〃 4

中部低地南 部 3
〃 4

パサック河周辺 1
〃 2

東 北 部 1
〃 2

〟 3

〃 4

東 南 部 1
〃 2

〃 3

〟 4

南 部 1
〃 2
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1

1

9

8

9

9

6

3

4

4
1

3

4

6

3

1

9

7
9

7

2

9

6

2

3

0

1

1

2

0

4

1

1

1

4

1

3

9

1

9

1

9

3

5

4

1

1

1

5

9

5

4

2

9

3

0

2

1

1

1

2

一
1

1

1

1
7

8

10

27

8

2

8

4

1

1

3l

l3
1

05

60

22

2

一
15

47

14

45

2

5

4
0

5

6

0

0

7
2

2

1

25-49%

一
1

3

12

2

6

5

2

一
1

4

40

9

1

4

4

1

3

10

18

m

50′-74% 75%以上

I
l

一
-
一
一
8

4

7

28

一
t
一
T
9

7

I
1

1

l

一
1
2

7

1.
T.
I

l
T.
T.
L
1.
4
5

T.
I
I
I
1

T.
T.
(.
I.
I
T.
I.
I.
5

2

5

1

7

1

2

4

0

2

4

1

1

5

1

4

1 77

1

一
12

35

一
16

3

10

2

7

1

1

3

4

2

8

3

1

一
2

27

48

69

1

1

r
63

一
1

一
5

*首都地域 (郡数14)を除 く｡

注 :地域名のあとの数字 (1-4)は人口密度階級を示 し,次のように対応する :

1･-･･1km2 当たり25人未満 21･････同25-49人 3･･-･･同50-99人
4--･同 100人以上

1

L
I
I
I
I
1

I
I
1

1

1
1
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いの諸郡, ノンカイの東か ら国境沿いにウボ

ンの手前に至るまでの国境沿いの諸郡 (一部

に例外あり),サコンナコンの南の丘陵地帯の

諸郡,NongKhai,UdonThani両県の西端

の 3郡がひろがる丘陵地帯がおもなものであ

る｡

(5) 東南部

サタヒップ(Sattahip)岬の北および東の沿

岸諸郡とその他少数の郡を除いて,面積的に

はこの東南部地域の大部分は1960年の人口密

度1km2当たり50人未満で,そのうち半数の郡

が25人未満の低密度である｡ この東南部地域

の東部 はカンボジアのカルダモーム (Carda-

mom)山系の延長 が南西一束北方向に走る山

地で,上記の低密度地帯は, この山地地域に

おおよそ該当する｡

(6) 南部

NakhonSiThammarat県県庁所在郡か ら

マレーシアとの国境にまで至る東部沿岸諸郡

は一部の例外を除いて人 口密度 100人以上の

高密度地帯で,それに接する内陸の諸郡 も大

方 1km2当たり50-99人の密度地帯である｡

この東部海岸平野地域を除 く大部分は,低密

度地帯で, 山岳 ･丘陵地帯の占めるところで

ある｡

さて,上記のように区分 した人口密度階級

別に土地の耕地化率の差異をみると,一定の

傾向が見出されるものと考えられる｡人口密

度が高いということは耕地化率が高いことの

反映であり,低密度は耕地化率の低いことを

物語ると想像される｡表 4は1963年農業セン

サスの郡別データで,各郡の総面積に対する

耕地面積割合の分布を26区分の地域について

比較 したものである｡ 郡数の小さい地域は比

較に不適であるが,例えば,東北部や南部で

は,前述のような人口密度と耕地化率との問

の一定の関係が明らかに観察される｡ この表

か らみ られるもう一つの特徴は,同一の人口

密度階級でも地域によって耕地化率の程度が

異なることであるO例えば 1km2当たり50-

99人の地域を北部山地,中部低地,東北部,

東南部および南部の間で くらべてみるとし,

耕地面積割合50%以上の郡の数を調べてみる

と, 北部山地 0%,南部9.5%, 東南部16.7

%,東北部17.2%,中部低地北部33.3%,同

南部73･3%であって,地域差はい ちじるしい｡

このことは,同一の人口密度階級でも,地域

が異なると耕地面積当たりの人口密度がはな

はだ しく異なることを示 している｡

3. 郡面積の大小と人口密度

タイ全国 の郡の数は1960年センサス時の

508か ら1970年センサス時の580にまでふえた

(現在の郡の数は576)｡1郡当たりの平均面積

は1960年センサスで 1,012km2,1970年セ ン

サスで 886km2 になる (国土面積 514,000

km2)｡この大きさは,日本の府県で面積最小

の大阪府 (1,858km2) の半分前後に相当し,

岩手県のような面積の大きな県 (15,277km2)

にくらべればその 6- 7%に相当する｡

郡の面積はその変異の幅がいちじるしく大

きく,1960年センサス時で最小 1km2か ら最

大 5,278km2 (千葉県, 愛知県などより若干

大)におよんでいる｡その面積分布の型は,

250km2階級でみる限り(表 5),250km2未

満の郡数が最大で, 面積階級の大きくなるほ

ど郡数 が減少 するという減少 曲線 をえが く

(ただし,50km2 階級に細分 して観察すると

表 6のように 100-249km2 の 3階級のあた

りにピークがある)｡したがって,郡の面積の

代表値としては中央値の方が適切であろう｡

1960年センサス時の郡 面 積 の 中央値は 767

km2で, 日本でいえば,対馬と佐渡ケ島との

ちょうど中間 くらいの大きさである｡

面積階級別に組み分けした郡について,そ

の平均人口規模を くらべてみると(表 5),面

積の大小と相関 した一定の傾向は何 ら示さな

い｡面積の大小にほとんど関係な く5万人前
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表 5 面積階級別郡数,1郡当たり平均面積,平均人

口および平均人口密度 :1960年人口センサス

面

表 6 タイの面積500km2未満の郡の面積分布:

1960年人口センサス

面 積 郡 の 数

総 数

≦ 49

50-99

100～ 149

150/I-199

200.-〉249

250～ 299

300′､ノ349

350.-.399

400～ 449

450～ 499
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後ではぼ一定であるのが特徴で

ある｡ したがって,面積の大 き

い郡ほど人口密度が稀薄になる

傾向が基本的に示される｡地域

の面積と人口密度とは逆相関す

るという規模 ･密度仮説 (size-

densityhypothesis)[Masseyど/

〟/. 1977:351]が適合する｡郡

の面積の大小は,境界図(図 1)

でみると明瞭にその傾向が現わ

れているのだが,森林山岳地帯

のあたりでは面積す こぶる大で

あり,反対に,例えばチャオプ

ラヤ水系のデルタ平坦部などで

は,いちじるしく細分化されて

いる｡ このため境界図のみを も

って地形区分を行 うこともある

程度可能でさえある｡

ⅠⅠⅠ 地域中区分別人口増加

の特徴

1. 増加人口の地域構成

前述で区分 した27地域には面

積,人口に大小があり, したが

ってまたセ ンサス間増加人口 (人口増加分の

こと)にも様々の地域差があるか ら,同 じ重

みを もってすべての地域を論ずるわけにはゆ

かない｡最初にこの局面を明 らかにしておき

たい｡表 7にデータをまとめた｡なお,同表

の脚注で も記 したが,本稿では以下, 4区分

した人口密度階級を簡略に表示するために,

1km2 当たり25人未満は1,25-49人は2,

50-99人は3,100人以上は4という数字で表

わし, 地域名 の末尾にそれを付す｡ 例 えば

"北部山地 1''というのは北部山地のうち人口

密度 1km2 当た り25人未満 の郡か ら構成さ

れた地域という意味である｡1】)

ll)首都地域は人口密度階級4の地域であるが,繁
雑をなるべくさけるため,この記号添付を省略
した｡
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表 7 地域27区分別面積,人口,人口密度,人口増加率,タイ :1960年,1970年

1960年 E嘉~妄~盲 千滴 蚕敷 百比 丁対李哲浮軒 ~~1豆や[当蓬軒｢ 年霊均を 自
_(臥__ l人口比 人口密度

19601-1白轡~{9品壷(%)
センサス l面 積 比

時の郡の数【(%) ∃1960年

〟 2

〃 3

〃 4

西 部 山 地 1
〟 2

･ケ 3

中 部低 地 北 部 2
〃 3

〃 4

中 部低地 南 部 3

〃 4

首 都 地 域

パサ ック河周辺 1
〟 2

東 北 部 1
〃 2

〃 3

〃 4

東 南 部 1
〟 2

〃 3

〟 4

南 部 1
〟 2

〟 3

〟 4

全 国

北 部 山 地

西 部 山 地

中 部 低 地 北 部

中 部 低 地 南 部

首 都 地 域

0

5

9

1

｢3
9

0

2

5

1

7

7

2

1

7

7

5

9

8

9

4

00
7

1

2

8

5

5

0

2

3

3

0

9

1

0

0

3

0

1

4

0

3

3

3

0

1

2

3

1

0

0

8

3
2

1

0

1

1

1

18

9

5

4

8

9

3

1

3

1

7

7

2

4

9

00
1

1

9

8

9

9

6

3

4

4
1

3

0

2

1

1

1

2

1

9

1

1

3

5

1

3

2
2

2

5

100.0

20.1

ll.0

4.3

パ サ ッ ク河 周 辺 ≧ 17

東 北 部

東 南 部

南 部

全 国

人 口密度階 級 1
〟 2

// 3

〟 4

首 都 地 域

33

2

9

7

6

2

4
6

9

4

1

1

0

0

0

4

1

≡:冒L 喜圭 18喜! 2壬…! 喜:…≡
0.6

0.2

0.4

4.1

1.7

2･6∃ 2･2
16.2弓 14.6

0.3

0.4

2.5

1.2

0.8

9.6

1･9】 3･0
2.3∃ 3.5

133

75

195

3,704 5,……日 ≡…

1…;…! 1…;…! 1…;≡

1･3岳 1･2
1.1≡ 1.2
0.2⊆ 0.2

2.6∃ 3.1

2.7≡ 2.9

3.5弓 3.4

1

4･5j 4･2

1.1

1.8

0.2

4.5

3.4 3.0

~二 二 ~ニー

37. 47! 2.40

で -一 一一1-

_二 丁三 ∴

100.0; 51! 67

-_iI- 二 二: _∴ :

29.1 t 32.6 33.1! 34.8 : 57 76

6.0 3 3.5] 3.8; 4.9 30 43

0

6

6

2

1

5

00

13

18
･31

29

7

1

1…8日 董日 37

162! 196
3,704⊆5,190

注 :地域名のあとの数字 (1-4)は人口密度階級を示 し,次のように対応する :
1･･･-･1km2当たり25人未満 2･･･-･同25-49人 3--･同50-99人
4･･･-同100人以上

5

5

00
8

1

5

9

2

3

4

7

7

5

6

6

4

7

9

7

00

2

2

4

1

1

3

4

2

3

2

2.75

4.53

3.56

2.25

1.92

3.45
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対全国面積比は最大が北部山地 1の12.5%

で,以下東北部 3(ll.8%),同 2(10.9%),

西部山地 1(9.9%),南部 1(8.2%)屯どは面

積比の大 きな地域である｡ それ以外の22地域

はいずれ も5%に満たない｡ 1%未満の地域

には首都地域(0.1%),東南部 4(0.1%),西

部山地 3(0.2%),北部山地 4(0.5%),中部

低地北部 2(0.5%),同 4(0.7%),東南部 3

(0.7%)などがある｡1960年についての対全

国人口比では,東北部 3(16.6%),中部低地

南部 4(16.2%)の 2地域を除けば,すべて 8

%未満の地域で, 西部山地 3(0.2%), 東南

部 4(0.2%),中部低地北部 2(0.4%),西部

山地 2(0.6%)などは人口比がきわめて小さ

い｡1960-1970年センサス間増加人口の対全

国比では,東北部 3(14.3%)を最大とし,以

下,同 2(ll.4%),中部低地南部 4(9.6%),

首都地域 (9.0%)などが首位を占め,あとの

●NEl

Wl●●sEI

Pl●●p2

●SI

NE2
●

S2●
N2●

W2●
●

SE2
●

CN2

S3●●NE3
N3

CN3
●

CS3
●

●W5

全国
●

34

地域ではすべて 6%未満である｡ この増加人

口全国比について上位 5地域 (上記の 4地域

に東北部 4を加える)の計をとると,49.6%

でほぼ半数を占める｡ 本稿は1960年代のタイ

の人口増加の地域的基盤を主題にしている関

係で,それぞれの地域が示す1960年増加人口

の対全国比の軽重を念頭においてお くことは

基本的に重要である｡ 人口密度階級 4区分に

まとめた 数字 をみると (表 7最下段), 首都

地域を除けば,増加人口対全国比はどの人口

密度階級において も比較的均等に分布 してい

る｡

2. 人口密度と人 口増加率

地域27区分における1960-1970年セ ンサス

間年平均人口増加率(表 7)は最高6.55% (秦

北部 1)か ら最低0.95% (中部低地南部 3)

までにわた って変異の幅は大きいが,人 口密

N---北部山地

W--西部山地

CN--中部低地北部
CS--ヰ 部低地南部
p･･-･バ サ ック河周辺

NE--･東北部

SE--東南部

S=-･南 部

1､2､3､4の数字 は人 口密度階級(表 7参照)

●
NE4

SE4
●

●
CN4

CS4
●

50 100 150

人 口 密 度 (lkm2当た り)

図 5 1960年の人口密度と1960-1970年年平均人口増加率との相関,地域27区分

(ただし首都地域を除く)

ZOO人
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度が高 くなるほど人 口増加率が低 くなるとい

う逆相関の傾向が比較的 はっきり現われてい

る(図 5)｡図 5をみて逆相関の傾向か ら比較

的逸脱 している地域が四つある｡ それ らは北

部山地 4,西部山地 3,東南部 3,中部低地

南部 3の 4地域で,いずれ も人 口密度階級 3,

4(すなわち1960年で 1km2当た り50人以上)

の地域だが, この うちは じめの 3地域 は人 口

密度の割 に人 口増加率が高すぎ, 4番 目の地

域 はその道である｡ その理由で推測できるも

のについては次節でのべ る｡

さて,上記で指摘 した人口密度 と人口増加

率 との 基本的な逆相関 の 関係 は, (少な くと

も)1960年代のタイにおいて,その人 口高率増

加が,人 口稀薄な農山村地帯を多分に人 口進

出のフロンテ ィアとす るような高率増加であ

ったことを物語 ると考え られる｡ なるほど,

首都地域 は,1960年代増加人 口の 9%を吸収

している｡ しか し,1960年セ ンサス時に人口

密度 1km2 当た り25人未満 であ った 低密度

地帯 (その大部分 は山岳地帯である)では全

国増加人 口の21%を も吸収 している｡ また,

1km2当た り50人未満の地域をとれば,1960

年人口 の 対全国比 は 28.7% にすぎなか った

が, この地域における1960年代の増加人 口の

対全国比は43.6% にものぼ った｡ この問題を

もう少 しくわ しく検討す るために,まず都市

農村別の人 口増加の差異をみてみたい｡タイ

の人 口研究で一般に採用 されている都市農村

の区分 は,行政的に指定 された ミュニシパ リ

テ ィ (municipality市町 自治体)の地域を都

市地域 とし,残余の地域を農村地域 とす る方

法である[Goldstein 1972:44;KnodeletaZ.

1973:231;U･N.(ESCAP) 1976:13]｡本

稿で もそれに従 うことにす るが,1960年セ ン

サス時で この市町自治体に指定 された地域 は

120で. 1970年セ ンサス時で もこれに変化 は

な い ｡市町 自治体 はnakhonmunicipa】ity(以

下 "特別市"と訳す), muangmunicipality

(以下 H市"と訳す), tambonmunicipality

(以下 "町"と訳す)の 3種に区分 され,特別

市に指定 されているのはバ ンコク, トンブ リ

およびチ ェンマイの 3都市12)で,市 は 82あ

り, この うち68市 は県の首都である｡町の数

は35である｡ 1ミュ-シパ リテ ィ当た りの平

均人 口は, 1970年で も市で 19,972人 (最大

66,071人,最小3,981人),町では9,610人 (最

大21,520人,最小3,385人)であって, これ ら

の市町 自治体 はその人 口規模か らいって,そ

のすべてを都市地域 とす るには不当に小 さい

であろう｡ このような地方町的なコミュニテ

12)現在ではバンコク市とトンブリ市とは合併して

一つの特別市バンコクとなり,またアユタヤ市

が特別市に加わっている｡

表 8 市町自治体の人口と面積,タイ :1960年,1970年

市 町 自 治 体

NakhonmunlClpalities

Bangkok
ThonBuri

ChiangM ai

MuangmunlClpalities

TambonmunlClpalities

計

敬
人 口

1960年

丁面頂 ~｢大 日密 度
(kザ )(1kmヲ

1,769,082【193.2

1,299,528

403,818
65,736

1,234,514

270,269
3,273,865

1970年 1960-1970年

人 口 儒 鼎 悪 悪 禁 )恒加人口

10,421
7,918
3,756
3,417

898

3,826

1,867,297
628,015
83,729

1,637,707
336,352

4,553,100

52.0

22.6

473.6

12,077
3,705

3,458

l

809,959
567,769
224,197
17,993

403,193

66,083
27
9

,235

人口増 加

重｣%1

3.87

3.72

4.54

2.46

2.89

2.23

3.38

荏:タイ総人口の1960- 1970年センサ ス間の増加分は 8,139,458人 で,こ れに対する市町 自治体の

増加人 口1,279,235人 の割合は15.7% である｡35
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表9 男女･年齢2区分就業者(農業･非農業別)非就業者別

年平均増加率･タイ :1960-1970年センサス間 (形)

就 業 者

総 数 l農 業 l非農業
男 女 ･年 齢 総 数 l非就業者

質

総 数

0 .- 14歳

15歳+

女

総 数

0.- 14歳

15歳+

イ市 は,年率2.46% の人口増加に

とどまり,たとえ自然増加率の レ

ベルを超過す るものとして も,そ

の超過分 はかな り小 さいもののよ

うに思われる｡町の年平均人口増

3.57 加率2.23% は,多分, 自然増加率

4･98 の高さを下まわるものであり,疏

3･54 出超過地域であると思われる｡な

表10 男女･年齢2区分就業者(農業･非農業別)非就業者別

増加数の分布･タイ:1960-1970年センサス間 (港)

*実数は8,139,514人｡

ィの人口が, ここで都市地域として規定す る

地域の人 口の46% (1960年)を占めているこ

とを断 ってお く｡1960-1970年セ ンサス間の

市町自治体人 口の推移 は表 8に示 したが,市

町 自治体全域 として,全国総人口に対する割

合は1960年の 9.5%か ら1970年の17.3%-紘

大 し,セ ンサス問の年平均人口増加率 は3.4%

を示 した｡ただ し,この期間に指定面積は1.3

倍に拡大 している｡バ ンコク ･トンプ リ市 は

明 らかに流入超過の都市であるが,チェンマ

36

お,両セ ンサス間のタイ全国の人

口増加分の うち,都市地域におけ

る増加 のシェアは 15.7% であっ

た｡1960年代のタイ全国における

人口増加の84% は農村地域で吸収

されたことになる｡農村人口の増

加率は年平均2.66%であった｡農

村地域は全体としては, ごくわず

か流出超過であ った｡

農村地帯で大量の増加人口が吸

収されたことは, しか し,農業人

口それ自体が増加人口の大 きな吸

収源であった ことを意味 しない｡

全国についての数字であるが,農

林漁業部門の 就 業 者 数 の 1960-

1970年人 口セ ンサス間の増加率は

年平均男で1.8%,女で1.3%にす

ぎず (表 9),その増加分は同期間

の全国総人口の増加分の23.0% に

すぎない(表10)｡産業就業者のな

かで農林漁業部門が吸収 したのは

2/3にとどまる (表10).非農業部門の就業者

の増加率は1960-1970年の年平均で男3.6%,

女2･7% を示 し(表 9),農業部門のそれの倍は

ども商いが,非農業部門就業者数の増加の大

きさは,農業部門のそれの約半分である (義

10)｡ そ もそも, 1960-1970年の就業者総数

の増加分そのものが,総人口増加分の34%を

占めるのみで,総人口増加分の66% は非就業

者において起 こった もので,その大部分は15

歳未満の子供である｡15歳未満非就業者の増
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加分だけで,総人 口の増加分の44

%を占めている(表10)｡ これはタ

イ国総人口の年齢構成か ら来る問

題である｡前記で農業部門就業者

数の増加のウエイ トが比較的小さ

いことをのべたが,県単位の統計

で (郡別には得 られない)1960年

代の農業部門就業数の増加率と総

人口の増加率 との相関13)をとる

と,0.86とかなり高い｡農業就業

者の増加率の高いところでは総人

口の増加率 も高い傾向は顕著であ

る｡ 逆に,人口増加率の高い県(首

都 とその周辺を除 く)では農業就

業者の増加率 も高いという一般的

傾向があるわけで,例えば Nong

Khai県では 1960-1970年の年平

均人口増加率が5.7%, 農業就業

者数の年平均増加率が5.3%で,

総人口の増加における農業就業者

の増加のシェアは31%におよんで

いる｡

首都地域 を 除 く26地 域 につい

て,都市 人口割合 および都市 農

村別人口増加率を比較 してみると

(表11),西部山地や南部で若干の

乱れはあるが,人口密度階級別に

地域区分を した結果は,都市人口

裏目 地域別都市人口割合および都市農村別人口増加率,

タイ:1960年,1970年

也 域

北 部 山 地 1

〃 2

〃 3

〃 4

西 部 山 地 1

〃 2

〃 3

中 部低地北 部 2

〃 3

〃 4

中 部低地南 部 3

〃 4

バサック河周辺 1

〃 2

東 北 部 1

〃 2

〃 3

〃 4

東 南 部 1

〃 2

〃 3

南

〃 4

部 1

〃 2

〃 3

〟 4

都市人口割合

】tJli日宇 1tJTt)辛
l

1.95

6.04
18.53
10.12

1.83

5.40

16.89

8.15

5.56⊇ 4.34l
こ̀̀̀̀̀̀~=二二~:1

12･44 ‡ 1･62

1;'.4.喜1 6.78

17.85 ≧2…二…;

1喜…室引21.96

4.70

6.79

4.82

(%)
1960-1970年年平均
_ 人Lj_増加率_._

全 域 i都 市 E農 村

荏 :-はゼロを, -は該当しないことを示す｡
都市人口は市 町自治体の人口｡

割合の大 きさに応 じて地域区分を

したことを大体において示 している｡ また,

総人口についての増加率の高い地域では,農

村人口の方が都市人口よりも増加率が高 く,

総人口についての増加率が低位に属する地域

13)1960,1970年人口センサス･データを使用した
計算で,相関係数は 0･8595(〟-63)で回帰直
線は,

y-1.6744+0.7532x

ただしxは農業部門就業者数の年平均増加率,
Jは総人口の年平均増加率で単位は%である.

全国県数は71であるが,首都および周辺8県を
除外して計算したので 〃-63である｡

では,都市人口増加率の方が高い(図 6)｡さ

らに,都市人口割合の小さい地域では農村人

口の方が都市人口よりも増加率が高いという

関係になるのだが,北部山地 4,西部山地 1

は,比較的目立 った例外で,都市人口割合が

比較的高い地域であるのに,農村人口の方が

都市人口よりも増加率が高い(義ll)｡北部山

地 4はチェンマイ盆地の諸都市を含み,西部

山地 1は低密度地域なが ら3県の首都 とほか

に 1町を含んでいるため都市人口比率が高い
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農
村

地
域
年
平
均

人
口
増

加
率

%

5

一丁 0 1 2 3 4%

都市地域年平均人口増加率

図 6 都市農村別年平均人口増加率,ZO地
域,タイ:1960-1970年センサス間

のだが,北部山地 4では都市人口の伸び率が

比較的低 く,西部山地 1では農村人口の増加

率が特別に高かったことが,例外的なケース

たらしめた｡また,中部低地南部 3は,農村

人口の増加が0.97%という低率を記録 してい

るが, 都市人口は-0.42% という絶対減を示

し, このため,人口増加率の低い地域である

にもかかわらず,都市人口増加率が農村人口

のそれよりも低いという例外的ケースの目立

ったものとなっている(図 6)0

さて,前に年齢別人口の増加のことに少 し

ふれたが,年齢 3区分という粗い区分による

増加率の比較ではタイの1960-1970年の場合

注意すべき点があるので,ここに注釈 してお

きたい｡1960-1970年センサス間の年平均人

口増加率を年齢 5歳階級別に比較すると (義

12),かなり不規則でややこしい｡最 も目立つ

のは10-14,15-19歳人口の増加率で,0-4,5

-9歳のそれよりも高い｡1960年に10-19歳

であった人口は1940-1950年の生まれ,1970

38

年に10-19歳であった人口は1950-1960

年の生まれであって,推計によると[U.N.

(ESCAP) 1976:216],タイ全国での1940

年代, 1950年代の出生総数はそれぞれ 685

万,1,016万人で,この数字にもとづ く出生

数の年平均増加率は4.02%となる｡もう一

つ目立つ点は20-24,25-29歳における非

常に低い増加率で, これは1930年代生まれ

と1940年代生まれとの20歳代における生残

者を比較 しているわけで,1930年代と1940

年代とでは出生数に目立 った増加がみられ

なか ったのが大きな原因であったと思われ

る (推計出生数 :1930年代 647万,1940年

代685万)｡以上のほかにも生産年齢層には

1960年代の増加率にかなりの凹凸がある｡

0-9歳人口は1960年のは1950年代生ま

れ,1970年のは1960年代生まれで,両者の

出生数は推計でそれぞれ1,016万,1,272万

で,これから求めた年平均増加率は2･27%

である｡0-9歳人口での増加率 (2.90%)が

これ よりも高いのは出生者の生存率が1950

表12 タイ全国の年齢5歳階級別年平均人口増

加率 :1960-1970年センサス間 (裂ー

年 齢 l人 口 増 加 率

総 数
0～ 4

5′･〉 9

10.-.14

15- 19

20′〉 24

25～ 29

30～ 34

35.- 39

40～ 44

45へ′49

50′〉 54

55～59
60′} 64

65.､ 69

70+
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年代生まれよりも1960年代生まれの方が大 き

く改善されたか らであろう｡さて,前述 した

ように (表12),10-14歳人口の増加率 (4.00

%)は0-9歳人口のそれよりもはるかに高い｡

0-14歳を一括 した年齢階級の1960-1970年

セ ンサス間の人口増加率が3.21%と高いのは

10-14歳における高率(4.00%)によって大き

く影響されていることを注意 しておきたい｡

3. 自然増加率 と人 口増加率

さて,地域人口の増減は自然増加 (出生数

一死亡数) と流出入超過とによって定まる｡

したが って,地域人口の増加率の差異を人口

学的に論ずるには, この両要因による寄与の

程度を確かめる必要がある｡だが,タイの場

合は残念なが ら信頼すべきデータはいちじる

しく不足 している｡1964-1967年にタイ国統

計局は ｢人口変動調査｣(TheSurveyorPop-

ulation Change) という全国標本 抽出調査

(バ ンコク･トンブ リ市を除 く)を実施 したが,

これがタイにおける1960年代に関する出生率

･死亡率の地域差について情報をもたらした

｢NationalStatisticalO抗ce 1969]｡ただ し,

標本数の小 さいこともあって,14)その地域区

分は全国を北部,東北部,中部,南部に 4区分

したものである｡ これ ら4地域別の人口1,000

人対の出生率,死亡率は北部,東北部に高 く,

中部,南部に低いという傾向があるが,両者

の差である自然増加率では,北部,東北部,

南部はほとんど同水準 で人 口1,000人対31-

32であり,中部のみ若干低 くて29であるが,

それとても大きな差 ではない (表13)｡ 人口

1,000人対29-32の分布範囲は%で表わ した

人口増加率においては0.3程度 の大 きさにす

ぎない｡本稿における地域 9区分における人

口増加率(表 7)は1.61ノ-4.79%の問に分布す

るか ら,その最大差は3.16%におよぶ｡上記

14)村 (muban)の数で319村｡調査当時の全国村数

は約 5万村｡

表13 地域別人口動態率,タイ :1964-1967年

地 域

全 国

北 部

東 北 部

中 部

南 部

r粗 出生 率 ･粗死亡率l 自 然増加率
(l)-(2)

41.8

43.7

43.5

39.7

40.9

注 :粗出生率,粗死亡率はそれぞれ人

30.9

31.3

32.1

29.3

32.3

口1,000
人対の出生率,死亡率｡

出所 :Thailand,NationalStatisticalOfnee[1969
10,TableA,14,TableE].

の自然増加率における地域差の小さいことを

考慮に入れれば, このような大きな人 口増加

率の地域差は, 自然増加率以外の要因, した

がって,人口移動による流出入超過の要因に

よって,その大部分が決定 されていると考え

られる｡ そこでいま人 口1,000人対 30という

水準の自然増加率をどの地域にも適用 しうる

と仮に考えて,一 つ の粗 略 な 推計を試みて

みよう｡ 本稿の冒頭でのべたように,1960年

代タイ全国の人口増加率は補正値で3.0%と

考え られ,セ ンサス ･データのままの未補正

の値では2.75%である｡ その比率は1.09で,

表 7の 各地域 の人 口増加率 は実際 にはその

1.09倍程度であったと考え,その修正値と3.0

% (人口1,000人対30の自然増加率のこと)と

の大小関係を 比較 して, 3.0% より大なる地

域は流入超過地域とし, 3.0%より小なる地

域は流出超過地域とする｡ その結果は,流入

超過地域は,北部山地 1,同 4,西部山地 1,

同 3,首都地域,パサ ック河周辺 1,同 2,

東北部 1,同 2,東南部 1,同 3,南部 1,

同 2である｡ 残余の地域が流出超過地域とな

る｡ 人口密度階級別に 4区分 した地域でいえ

ば(表 7),1km2 当たり50人未満(1960年)の

郡か らなる地域(1および 2)が流入超過地域

となる｡
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4. 人口流出入率の差異

以上は一応の目安として試みた区別であ

って,次にもう少 し精密な吟味を してみよ

う｡1960年センサスの 0歳以上人口は10年

後の1970年セ ンサスでは10歳以上人口であ

るC15)したがって,1960年センサス年齢別

人口に適当な年齢別生残率を通用 して,10

年後 (10歳加齢後)の生残人口を推計 し,こ

れと1970年センサス人口とを比較 して, も

し後者が大であれば流入超過があったこと

になり,小であれば流出超過があったこと

になる｡16) この計算 はそもそも男女年齢別

に行 うものであるか ら,純移動率 (流出入

超過率)の男女年齢別のパターンを検討す

ることができる｡前述の年齢別生残率とし

ては検討の結果,タイ全国人口についての

1960-1970年センサス生残率を用いることに

した(技術的詳細は稿末注に説明 した)｡

さて, 適 用 した生残率 を 用いて,1960-

1970年の10年間に人口の流出入超過がなかっ

たとした場合に期待されるべき人口を求め,

これに対する(同年齢階級の)1970年実際人口

の比率を10年間純移動比とし, これを年齢 5

歳階級 コーホー トごとに27区分の各地域につ

いて求めた｡その年齢を総合 した指標,すな

わち,0歳以上10年間組移動比17)をみると,

15)表2の注で記したように,1960/-1970年センサ
ス間の間隔は正確に10年ではな く9.94年であ
る｡したがって正確には1960年センサスの生残
者は1970年センサス時には9.94歳加齢している
ことになるが,この喜呉差は微小なものとして無
視した｡

16)ただし,1960-1970年センサス間の出生コーホ
ートについての流出入超過を含まないO一般に,
10年間出生コーホートが0-9歳に達するまで
の地域移動率は低いものと思われる｡

17)この純移動比は

!竃 諾 豊 吉語 ㌍ ×100
1970年10歳以上期待人口

で示した｡いまこの分子をα,分母を丘とすれば

(‡-1)×100
は一つの純移動率 (流出入超過率)を表わすこ
とになる【Shryockctal.1976:458]0

40

年
平
均
人
tI
増
加
率
(y
)

0歳以上10年間純移動比(X)

図 7 地域27区分データによる0歳以上純移
動比と年平均人口増加率との関係,メ
イ :1960-1970年

最大は東北部 1の134.2%, 最小は中部低地

南部 3の84.4%である｡この 0歳以上10年間

純移動比と1960年代年平均人口増加率との相

関は,首都地域と北部山地 4とを除 くと,す

こぶる高い順相関で,相関係数は0.981(N-

25)である (図 7)｡ この純移動比が100%未

満の場合 (1960年センサスですでに生まれて

いた人口のみに関 してであるが), その地 域

は流出超過地域とみなされる｡それ らは12地

域あって, これ らの地域はすべて前述の人口

増加率の観点か らの判断による流出超過地域

で もある｡図 7に示 した回帰直線か ら求めた

純移動比 100% (すなわち流出入超過のない

状態)のときの人口増加率は年平均2.77%で

ある｡ これは自然増加だけで増加 したと仮定

した場合の人口増加率の地域平均と考えてよ

く,理論的には,1960年代平均人口増加率の

全国値2.75にはぼ一致すべきものであるが,

地域-のグループ分けに起因する微細な誤差

であると考えられる｡

0歳以上10年間組移動比には,あまり大き

くはないが男女の間に差異がみられ(図 8),

大体の傾向としては,流入超過地域 (純移動
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80 130 1409/O90 100 110 120

純 移 動 比 (男)

図 8 0歳以上10年間組移動比の男女の比較,地域27区分,
タイ:1960-1970年センサス問

比100以上)では男子の純移動比の方が大であ

り,流出超過地域 (純移動比100未満)では女

子の方が大である｡すなわち,男子は女子よ

りも流入超過地域では流入率が高 く,流出超

過地域では流出率が高い｡この二つの傾向は

理論的に互いに矛盾 しない｡この傾向か ら比

較的目立つ逸脱は,首都地域である｡

1960年代タイの地域別人口移動のデータと

しては,そのほかに男女年齢別出生地別人口

および5年前の居住地別人口が1970年センサ

スで調査されていて,1960年タイの国内人口

移動の有力なデータとされているが,地域が

県単位 になっていて郡単位 の集 計 はないの

で,本稿の地域区分のためには取り扱い不便

のためここでは取り上げない｡

5. 人口移動の年齢パターン

さて, 0歳以上10年間組移動比と人口増加

率との相関が高いという事実をふまえて,午

齢分析に移る｡すなわち,年

齢 5歳階級コーホー トごとの

純移動比を用い,その年齢パ

ターンを人口増加率と関連さ

せながら地域比較を行 う｡以

下の説明において,例えば15

-19->25-29歳センサス ･コ

ーホー トあるいは略 して15-

19-25-29歳 コーホート,

または単に15-19->25-29

歳としたのは,1960年センサ

ス時に15ノ-19歳であったコー

ホー トは1970年センサス時で

は25-29歳になっているわけ

で,それを表わすのに用いた

表現である｡図 9にすべての

地域について,その年齢パタ

ーンを (男子について)示 し

た｡その地域比較から見出さ

れた特徴を以下にのべる｡男

女間のパターンの差異については必要に応 じ

て言及する｡

(1) 首都 地域 の年齢パターンは独特 であ

る010-14-20-24歳センサス ･コ-ホ- ト

の純移動比 (155%)は他の年齢コ-ホ- 卜の

それを圧 して高 く,その前後の年齢 5歳階級

コーホー トがこれにつづ く｡この 3年齢階級

のコーホー トの純移動比の高まりを除 くと,

他はほとんど100%前後である｡すなわち,

10-20歳代の若者がこの首都地域に高い流入

超過率で流入 したことを除けば,他の年齢層

での流出入超過率は微々たるものである｡こ

の基本的パターンは女子においても同 じであ

るが,全体的にどの年齢コーホー トで も女子

の流入超過率の方が高い｡

(2) 東南部 3の地域 も10-14-す20-24歳コ

ーホー トにおいて純移動比が顕著に突出した

ピークを形成 するが, これは, この地域 が

ChonBuri県 Sattahip郡を含むことか ら来

41



東南アジア研究 19巻 1号

図 9 年齢5歳階級別センサス ･コーホー トの10年間純移動比,男子.地域27区分,タイ .･
1960-1970年センサス間

(図中地域名のあとのカッコ内の数字は男子0歳以上10年間組移動比)
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る特殊な理由によるもので, この郡では1960

年セ ンサス時 に 10- 14歳 で あった男 子 は

1,348人で,それが1970年セ ンサス時の20-24

歳では8,949人に異常増加 している(1960年セ

ンサスで も20-24歳男子人口は6,880人で異

常に大である)｡ サタヒップには海軍基地 が

あり, このための青年層人口の集中的な流入

が本稿での計算結果に反映 したものと考えら

れる｡ このような集中的流入は,その何年か

のちに同 じコーホー トによる集中的流出とな

って表われることが予想される｡そのような

流動が もし比較的長期の間反復されて きた も

のとすれば,時点を限 った横断的なデータで

も,その年齢パターンは観察できるであろう｡

純
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図 9〔3〕で,20-24-30-34歳 コーホー トの純

移動比はそこだけが落ち込んで流出超過を示

しているが, これは当該 コーホー トが10-す14

-20-24歳移行期に,図 9〔3〕の10-14-20-

24歳 コーホー トの示す流入超過パターンに類

似 したパターン (比率の高さその ものは別問

題である)を示 していたことを推測させる｡

同郡の女子では男子にみ られるような特異現

象はみられないが,やはり10-14--20-24歳

および15-19--25-29歳 コーホー トで流入超

過の山が緩和された型で現われている (図10

〔1〕)｡その後の年齢のコーホー トで反作用的

な流出超過の谷が現われていないのは, この

ような若年女子の流入パターンの形成が時期

的に比較的最近のことなのか,あるいは,一旦

流入 した女子は定着 してゆ く率が高いのか,

どちらかによるものかもしれない｡

東南部 3の年齢パターンと東南部 2のそれ

とを比較 してみると,図10〔1〕のどとく,人口

移動に相補関係のあることを思わせる｡ それ

は男女 ともに現われている｡東南部 3の流入

超過の ピークをなす年齢で東南部 2では流出

超過のピークを形成 している｡ 実際に直接的

な受け手 ･送 り手の関係であるか否かについ

ては実地調査の裏付けが必要である｡ 同様の

パターンの相補関係は,中部低地北部 4と西
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図10 年齢5歳階級別センサス･コーホート

の10年間純移動比,特定地域間の比較

60
+

子では全 く同型である点で前述の例とは

異なる｡その具体的理由は推測に難 く,

実地のデータが必要とされる｡

純移動比が10-14-20-24歳,15-19

-25-29歳, 20-24- 30-34歳コーホ

ー トへと連続的に減少 してゆ くパターン

は,北部山地 4でもみられるOこの北部山

地 4の地域はすでにみたように (義ll),

都市人口割合の比較的大きい地域であっ

て,そのために郡全体のデータで も都市

的人口流入超過の年齢パターンが現われ

ているものと思われる｡

(3) 流入超過地域で普遍的にみ られる

年齢パターンは,20-24-30-34歳 コー

ホー トに流入超過の ピークがあり,その

前後の 5歳階級コーホー トの流入超過比

とともに曲線の山をなす型,あるいはそ

れに準ずるような型である｡北部山地 1

および 2,西部山地 1,パサ ック河周辺

1および 2, 東北部 1および 2,東南部

1,南部 2の諸地域に大なり小なり共通で

ある(図 9)｡これ らの地域にみられる純

移動比の曲線の山は,首都地域にみられ

た曲線のピークよりも10歳程度年上の部

分にあとずさりしていて,20-30歳代あ

た りの結婚 している人々(とその家族)香

中心とした流入型あるいは入植型を暗示

する｡ このことは,女子についての年齢

パターンをみるとき,曲線の山が一つの

年齢 5歳階級だけ若い方にずれているこ

とによって納得 しうるであろう(表14)0

首都地域でみたように (おそ らく独身者

を中心とする)若年人口の流入型では,

このようなピーク年齢の男女間のずれは

観察されない｡

(4) 流出超過地域では,10-14-20-

24歳および15-19-25～29歳コーホー ト

部山地 2との間で もみられる (図10〔2〕)が, において純移動比が曲線の谷を形成するが,

これは男子においてのみみられるもので,女 中部低地南部 3,同北部 2および3,西部山
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表14 人口流入超過地域における純移動比ピーク年齢の男女の比較,

北部山地1,西部山地1および3の場合

センサス･コーホート

10-14-20-24歳

15-19--25-29歳

20-24-30-34歳

25′-29-35-39歳

北 部 山地1 L _讐華 止墜 1_ 皇 西 部 山地3

103.0 : 103.8

11王33:Z j10.≡:≡
105.5 1 101.1

注 :-- はピーク年齢における数値o

地 2,東南部 2などの地域では,10-14-20

へ24歳 コーホー トが流出超過比の ピークを形

成 していて, これ ら首都地域に比較的近接 し

た地帯における若年人口の集中的流出を暗示

す る｡ 同 じ人口流出超過地域で も,東北部 と

南部ではこのようなはっきりした傾向は特に

み られない.なお,10-14-20-24歳 コーホ

ー トが流出超過比の ピークを明瞭に形成する

前記の諸地域では,女子において も,同様に

流出の ピークはそのコーホー トにあって,午

齢のずれは男女間でみ られない｡これは,首

都あるいは他の都市-の若年独身者を中心と

した流入にみ られた前述の現象を流出元の地

域において観察 していることになる｡

(5) パサ ック河周辺地域,東北部および南

部では,どの人口密度階級の地域で も, した

が って,高率の流入超過地域で も高率の流出

超過地域で も,純移動比の年齢曲線が比較的

なめらかで,特定年齢における上下-の目立

った突出がない｡ これに対 して,首都地域,

中部低地,北部山地,西部山地および東南部

では,特定年齢における流出入超過率の高ま

りが比較的いちじるしい｡すなわち人】コ移動

における年齢的選択性が強い｡ この対偲性の

背景をなす諸条件の吟味は今後の興味ある課

題の一つである｡

6. 人口純移動量の地域差

前項では人口流出入に関する地域差を比率

の形で比較 してきたが, タイ全国を背景に考

121.0 ; 121.4

127.4

126.6

118.7

130.4

121.9

113.9

112.1

える場合には,移動の絶対量についての地域

構成の局面 も重視 しなければならぬ｡非常に

高い比率の流入超過を示 した地域で も,母体

人口の対全国比が小さいならば,純移動の絶

対量の点で全国地域間人口流動量に与える寄

与は非常に小さいであろう｡前記で扱 った 0

歳以上10年間純移動比の計算に用いた分子 ･

分母の差をとると, これは1970年10歳以上人

口と1960-1970年に当該地域に人口の流出入

超過が皆無幸(1960年にすでに生まれていた人

口のみについて)であったと仮定 した場合の

期待人口との差であって, これは一つの純移

動量である (注17)参照)｡すでにのべたよう

に,本稿の純移動の計算によると,地域27区分

中,流入超過地域は15,流出超過地域は12で

あるが,流入超過地域の純移動量(+檀)の合

計と流出超過地域のそれ(一倍)の合計とは,

その絶対値は理論的に相等 しい｡計算結果は

+101.4万人,-101.4万人を示す｡

さて, このような純移動量を地域27区分別

に比較 してみると(図11),首都地域のそれが

他地域を圧 して大であり(29.5万人),流入超

過地域全体の流入超過総量 (101.4万人)の29

%を占める｡次に流入超過量の大 きい地域は

東北部 1 (11万人)で,全体の11%を占めて

いる｡ 人口密度階級 1(1km2 当たり25人未

満)の地域全体での流入超過量(41.2万人)は

全流入超過量の41%を占める｡ 人口密度階級

4(1km2 当たり100人以上)の地蟻(ただ し首
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図11 0歳以上10年間推計純移動量,地域27区分,タイ:1960-1970年センサス間

都地域をいまここに含めて考える)における

流入超過量の比重は33%である｡以上か ら,

流入超過地域においては,その流入超過総量

の約 4割は人口稀薄地帯(主として山岳地帯)

で吸収され, 3割強が首都地域およびその他

の人口楯密地帯で吸収されたという現実的バ

ランスであったことが推測される｡

他方,流出超過地域における最大流出地域

は東北部 3(30万人),次に大きいのは中部低

地南部 4(23.4万人)であり, この地域で,疏

出超過総数の53%を占める｡人口流出超過地

域の流出超過総量のほとんど大部分は人口密

度階級 3および4(1km2当た り50人以上)め

地域におけるものであるo

ⅠⅤ 補 足 と 要 約

本稿で設定 した地域27区分にしたがって,

1960年代の人口増加率を比較 してきたが,そ

の計算の基礎として用いられた郡別の人口増

加については,個別的には何の議論 も行わな

か った｡ただ参考までに,1960年代の郡別人

口増加率地図を示 してお く(図12)｡個々の郡

について,その人口増加の程度とパターンと

46

を吟味するには,特に耕地,作付,濯概など

の面積の変動,集落の消長,産業構造の変化,

公共的開発政策などに関するデータとの関連

においてそれを行 うための設定をととのえて

ゆ くことか らはじめなければならないし,軍

事基地,ゲ リラ作戦,難民など時点的,局所

的に十分に考慮に入れるべき要因もあって,

個々の君即こついて仔細に観察 してゆくことは

重要であるが,すべて今後に残される課題と

する｡

さて,1960年代 タイの高率人口増加は,本

稿の分析を通 していささか示唆されたごとき

水準の国内人口移動によって支え られた もの

であったと同時に,そのような国内人口移動

は,国全体としての高い自然増加率の所産で

もあったという三重をなした因果の関連におい

てとらえる必要がある｡

移動によって人 口をコンスタントに排出し

うる条件がある限り,絶えざる白然増加は保

証され,また排出しうる白地域の,そして吸引

しうる他地域の,自然増加分が大きければ大

きいほど,国全体としての人口の地域間流動

量は大となる｡高い自然増加率を支えている
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図12 年平均人口増加率の地域分布,タイ:1960-1970年
センサス間 (郡単位にもとづく)

要因 (高い出生率を維持 している要因と死亡

率を比較的低 く維持 している要因),移動を通

して人 口を排出す る要因と吸収す る要Eqなど

を考えるとき, これ らが相互にどのような関

連によって結ばれることによって,全体 とし

ては封鎖的な人 口が,地域間流動を起 こしな

が ら高い自然増加を維持 しているかという課

題が提起される｡本稿 はこの課題を提起はす

るが,これに答える段階にはない｡そのための

人 口学的事実を整理 して提示 しようとしたの

が本稿のね らいである｡首都バ ンコク-の人

口集中は絶えず問題にされ

るが,第 2の都市のチェン

マイの人口の小 ささをみて

も分か るように,タイにお

ける都市地域の人口収容力

はまことに小さい｡ "爆 発

的"人口増加 の大部分が農

村地域において始末 されて

きたであろうことはすでに

指摘 されていた [CaldWeユ1

1967:45]｡特に計数的分析

を待たずとも容易に想定せ

られ るところであるが,そ

れを限 られたデータで一応

確かめてみたのが本稿のお

もな仕事である｡ しか し,

本稿では国内の特定の地域

を特に問題にするのではな

く,国全体の人口の増加に

かかわる地域構造を問題に

しようとしたのである｡

1960年代 という1期間に

観察を限定 したのは,本稿

の冒頭でのべたような理由

によるものであるが, これ

は本稿 における最 大 の 制

約であったことは間違いな

い｡1980年セ ンサスの結果

が待望され るのはそのためであるが,1960年

以前にもさかのぼ って,同 じシステムでデー

タをととのえ,いささかで も時系列的な考察

を行な ってはじめて本稿の結果 は生きるもの

と思われる｡1960年代のタイの高率人 口増加

の もとで,すでにのべたように人口増加率に

いち じるしい格差のあることが見出された｡

しか し,それぞれの地域が,人口増加の変遷史

を もつはずで,1960年代に示 された増加率が,

その地域の人口増加のどのような局面経過に

位置付 けられるのかを 知 ることは重 要 であ
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る｡ しか し,それは今後の課題である｡

人口増加の分析のために流出入超過を推計

し,それにもとづいた若干の議論を行なった

が,Sternstein[1979]が使用 したような人口

の流入と流出とを別々に実体的にとらえたデ

ータによったわけではないので,本当の意味

の人口の地域間流動の構造の面には全 くふれ

なかった｡ これも本稿における大きな制約で

あった｡1960年,70年両センサスで調査され

た移動統計は,県単位のデータであるが,今

後これを有効に使 う方法を考えたい｡

本稿は基本的な人口学的事実の整理を主眼

とし,前述 したような要因分析やそれをめ ぐ

る理論的考察は試みていない｡本稿の課題に

関連する理論的議論のためには,発展途上国

における農業発展 と人口増加 との 関係 につ

いての人口学的議論 [Clark 1977;Mueller

19741や,土地と人口圧力,人口移動などを

め ぐる歴史人口学 的 な議 論 [Davis 1963;

Friedlander 1969;Knode1 1974;Tilly

1978;Wrigley 1969;Yasuba 1962]を検

討する必要があろう｡

最後に,本稿で見出された事項を整理 し列

挙すれば次のごとくになる｡

(1) タイ国内を自然地理学的に地域区分す

ると,人口増加率の地域差が比較的足自著に現

われる｡

(2) そのような地域区分に用いる行政単位

として,県は面積的に大 きすぎ,少な くとも郡

単位の境域を区分設定に用いる必要がある｡

しか し,郡別の人口データは種類が制約され

る｡

(3) 人口密度 4階級による地域区分を併用

したが,それによって分けられた地域区分は,

大体において地形的な差異に対応 している｡

それは1960年センサス時の人口密度で 1km2

当たり25人未満,25-49人,50-99人, 100

人以上の 4階級 (計算の単位地域は郡)区分

によるが,1km2 当たり50人以上の地域は大

48

体において平地や山間盆地に該当し, 1km2

当たり25人未満の地域は山岳地帯によく重な

り,1km2当たり25-49人の地域は,低山,

丘陵,平地か ら山岳への移行地帯などに大体

において一致 していると思われる｡

(4) 首都地域を除 くと,人口密度が低い地

域はど人口増加率が高いという傾向がみられ

る｡

(5) 人口密度 1km2当たり25人未満 (1960

午) の郡全体 の 1960年代年平均人口増加率

(4.53%)は首都地域のそれ (3.45%)よりも

1%ポイントも高い｡

(6) 1960年代の首都地域は,タイ全国の人

口増加分の 9%がそこで増加 したが, 1km2

当たり25人未満の人口稀薄地域で1960年代に

増加 した分は,全国人口の増加分の21%を占

めた｡

(7) 都市地域は1960年代に年率3.4%で人

口が増加 し,都市人口の対全国人口比は1960

年の9.5%か ら1970年の17.3%に拡大 した｡

1960年代全国人口の増加分の16%が都市地域

で,84%が農村地域で吸収された｡

(8) 農村人口の年平均 増加 率 は1960年代

2.7%であった｡ 農村地域は全体としては人

口流出超過地域であった｡ しか し,本稿の地

域27区分による限り,農村地域は増加率の高

い地域と低い地域とに両極的に分かれたよう

な分布を示 し,いま年率3.5%以上を高,2･5

-3.4%を中,2.5%未満を低とすると,高 9

地域,中 5地域,低12地域という構成になる

(首都地域を除 くので計26地域)｡

(9) 上述(7)のように全国としては都市地域

の方が農村地域よりも人口増加率が上まわっ

たが,27区分地域でみると (うち都市を含む

20地域 についてであるが),都市人口よりは

農村人口の方が増加率の高かった地域が13地

域 もあった｡

(10) 人口増加率の高い地域では農林漁業部

門就業人口の増加率 も高いと考えてよい (県
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単位の計算による相関係数0.86)｡その増加

率は 1960年代の年平均全国値で男 1.8%,女

1.3%であった｡

(川 本稿の地域区分による人口データは郡

別データにもとづいているので, 県単位での

み集計されている人口セ ンサスの移動統計が

利用できない｡そのかわりに,郡別にも得 ら

れる両セ ンサスの男女年齢別人口のデ-タか

ら1960年代の地域別純移動 (流出入超過)杏

人口学的に推計 した｡流入超過地域15地域,

流出超過地域12地域｡

(12) 流入 超過率最高 の地域 は東北部 1(1

km2 当たり25人未満), 流出超過率最高の地

域は中部低地南部 3(1km2当たり50-99人)

である｡

(13) 流入超過地域15地域,流出超過地域12

地域に全国を 2分す ると,1960年代について

前者では101万人の入超, 後者では同 じ数だ

けの出超となる｡ その入超の 4割は人口稀薄

地帯のそれによって占められ, 3割が首都地

域とその他の人口楯密地帯のそれで占められ

る｡また, 出超の半数は東北部 3と中部低地

南部 4とによって占められる｡

(14) 人口稀薄地帯は一般に高率増加地帯で

あったが,その流入超過の年齢バク- ンは20

-30歳代の夫婦 (とその家族)を中心とした

ような入植型の移動が支配的であったことを

思わせるが,人口移動の年齢選択性は特に顕

著でな く,幅広い年齢において流入超過がみ

られる｡他方, これと相補的関係に立つ年齢

パターンを示す流出超過地域が見出される｡

個 首都地域や都市人口割合の比較的高い

地域では,独身の若者に年齢選択性が強 く働

いていると思われるタイプの人口流入超過の

年齢パターンが顕著で,他方,主としてその

ような地域に人口が流出していると思われる

地域では,それと相補的関係に立つ流出超過

の年齢パターンがみ られる.

(16) 1960年代について見出されたような人

口増加率の地域差や各地域の人口増加率のレ

ベルが,いつごろか ら形成されてきたのであ

るかについての推計的研究が,次の研究課題

であると思われる｡特に,流出超過がはげし

く,人口増加率が非常に低 く抑え られている

か,あるいは人口減退さえみせている中部低

地南部 の諸郡 その他 の地域 におけるそのよ

うな人口動向が,すでにいつか らはじまって

いたのかは興 味 ある問題 である｡ Zelinsky

[1950:145]が, 日本,中国, トンキン,イン

ド, ジャワなどの人口糖密地域がすでに逢着

しているような人口圧力の問題が,人口の比

較的稀薄な(タイを含めた)インドシナの地域

にも数世代を待たずに到来 し,人口曲線が抑

えられるようになるであろうという意味のこ

とを書いてか ら1世代を経過 した｡ 彼のこの

巨視的な予言は,将来の出生率低下に含蓄を

込めてのべた ものと考え られ,人口流出によ

る局地的な人口抑制ではないとして も,チャ

オプラヤ ･デルタの水 田稲作地帯などでは,

例えば中部ジャワ農村などにみ られるほどの

高い人口密度にはまだかなりほど遠い密度水

準で,自然増加の 4割程度を排出することに

よる人口の低速増加を定着させてか ら,すで

に年月が経過 しているように見受けられる｡

(17) 1960年代に限 らず,当分の間タイにお

いては,増加する人口を吸収する上で,農村

地域,特に比較的人口稀薄な(農業条件に恵ま

れない)地域が果たす役割は大 きいものと思

われる｡その結果がさらに将来の人口増加に

どのように作用を してゆ くかという問題は,

東南アジア人口学の息の長い研究課題の一つ

であろう｡ この研究は関連分野との協力を必

須なものとす るであろう｡

〔注〕

1960年で x-x十4歳人口を 5Px60,このコーホー

トの1970年の時の人口を 5｣㌔ +1070とし, この10年

間の当該コーホートに適用せられるべき生残率を

5Sx,什 10 とする｡封鎖人口仮定のもとに1970年に期
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待されるこのコーホー トの人口の大 きさは 5Ps60×

5Sx,x+10 であり, これに対する 5P.+1070 の比を求

め,その値が 1に等 しければ,このコーホー トに関し

て人口の流出入超過がなかったことを示 し, 1より

大ならば流入超過があり, 1より小ならば流出超過

があったことになる｡この比率を純移動比とよべば

10年間組移動比-5Px+1070/(5PX60× 5Sガ,∫+10)

となる｡

問題は生残率 5∫… +10 をいかにして入手 するか

であるが,その前に考慮すべきことは,使用せんとす

るセンサス年齢別人口データの精度である｡幸いに

してタイの人口は全国人口としては,1960年代はほ

とんど封鎖人口に近い｡ 出入国管理統計 【National

StatisticalO缶ce 1963-1976]によって,1960-1969

年の10年次の総数について次のような数字が得られ

る｡

出国したタイ国居住者数 977,349人 (A)

帰国したタイ国居住者数 873,903人 (B)

入国した永住移民数 19,820人 (C)

(A)-(B)-(C)-83,626人

この10年間の出国超過数は83,626人である｡ちな

みに,タイ国の人口センサスは,

常住するタイ国籍者およびタイ

国に常住する外国人を調査対象

とし,一時的に滞在する外国人

は調査対象に含まない｡上記の

出入国統計にどの程度の登録漏

れがあるかは不明であるが,一

つの参考になろう｡83,626人と

いう大きさは,年平均では8,363

人で,これはタイ国人口に対 し

て0.02.-0.03%の大きさにしか

すぎない｡そこで,タイ全国と

しては1960年代は封鎖人口と仮

定 して人口学的計算を行なって

事実上差し支えないものと判断

する｡

さて,もし,1960年,1970年

の両センサスともその年齢別人

口のデータが完全 (重被調査,

調査漏れがないか,または少な
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くともネットにおいて過大過小調査が皆無である状

悲)であり,正確 (年齢申告が正 しいこと)である

ならば,5P.+1070/5Px60 は当該コーホー トのセンサ

ス間の生残率を意味することになる｡そこで,年齢

5歳階級別にこの10年間コーホー ト生残率をタイ全

国について算定 してみると付図のどとくになる｡こ

の図に比較として示 したもう一つの曲線 は1964-

1965年についてのタイの生命表からのデータで,人

口変動調査 SuⅣeyofPopulationChange(略 SPC)

lNationalStatisticalOfnce 1969]のデータによる

簡略生命表から算定した生命表生残率である｡付図

には男子のみ示 したが,女子の生残率曲線も基本的

には同じである｡

生残率曲線を観察するに当たって,生残率はどの

年齢階級でも決して 1を越えないことと,乳幼児部

分を除いて生残率は逐齢的にてい減 してゆくことの

2点に留意しよう｡1960年～1970年センサス生残率

の曲線は,この原則にいちじるしく反す る｡まず0

- 4-Ilo-14歳生残率 (5P1070/5Po60)が 1を越えて

いる｡これは,1960年 0- 4歳人口の調査漏れを疑

わしめるに十分である｡U.N.(ESCAP)【1976:206]

によると,1960年タイ国センサスの0- 4歳人口は

05i1
4 9

10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60
1 も I ～ ～ ～ ～ ～ ～ I +
14 19 24 29 34 39 44 49 54 59

期 首 の 年 齢 階 級(読)

付図 タイの1960年代の年齢 5歳階級別10年間生残率

(男子)の 2例
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男女計14%の調査漏れが推計されている｡もう一つ

は,5- 9-15.-19歳コーホー ト生残率から25-29

-35-39歳コーホー ト生残率までの問の曲線がいち

じるしく不規則であって,なめらかなてい滅傾向を

示さない｡これは10-20歳代あたりの年齢層人口の

調査漏れの生む相対的な関係から来るものと思われ

るが,その詳細の詮索は,ここでの課題ではないの

で省略する｡とにかく,付図でみる限り,SPC生命

表の生残率曲線の方がデータとしては,はるかにす

ぐれているものと考えられる,したがって,後者の

方を純移動の計算に用いるのが貿明であろう｡しか

しながら,それだけで問題が解決するわけではない

ばかりか,そのために却って誤差を解消する方向に

もってゆけないという事態が生ずるのである｡それ

を以下に説明する｡

いま個々の年齢階級 (5歳階級をとる)人口にお

けるセンサス調査の過大過小誤差率がどの地域でも

全国と同じであると仮定する. いま, 5Px60につい

て,その誤差を補正するための係数 (乗数)を 5ax60

とし, 同じく5Px+1070の誤差を補正するための係

数を 5ax+1070 とすれば,このコーホー トに関する正

しい生残率は

5Pl+1070×5ax+1070 ,, 5ax+】070
- 5Sr,∫+10× I--i-Jj二一一5ax(iO5Px60×5a160

いま,地域iについてのデータを上記諸記号の末

尾に(i)を付 して表わすものとすれば,地域 iの当該

コーホー トの10年間純移動比は,その計算のための

生残率としてセンサス生残率 (未補正)5Srトr+IO春

用いるとき

5Px+1070(i)/5P,60(i)×5Sx,,+10

であるが,これは次のように変形できる｡

5Px+1070(i-)
5P.60(i)×5S∬,x+10

5Px+1070(37×缶ax+1070

5Px60(i)×5a360×[5Sx,x.10×ヱ諜 ]
上式は,未補正のセンサス生残率と,同じく未補

正の基礎人口 (センサス人口)を用いて計算した純

移動比は,基礎人口も補正 し,センサス生残率も補

正 して計算した結果に等 しいことを示 している｡

これに対して,比較的正 しいとみなされる生命表

生残率 (5S′X,,+10 としよう)を用いた場合の純移動

比は

5Px+1070(i)
5Px60(i)×5S′x,x+10

_,ー5P.'1070(i)×5aS'1070
~ 5Px60(Z')×5ax60×.5S′x,x+10

･ (蕊 )

の関係で,基礎人口も補正した場合の純移動比 (右

辺第 1項)に右辺第 2項 (カッコ内)が乗ぜられる

ことになる｡このため誤差が消去されないで残るこ

とになる｡以上の理由で本稿ではそれ自体は問題の

多いセンサス生残率を純移動比の計算の基礎に採用

するのである｡

なお,0歳以上10年間純移動比というのは次式に

よって求める｡

砂 也l
∑ 5Px+1070/∑ (5Px60×5Sx,汁10)
∬=0 ∬=0
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